
デジタル庁

令和４年度 令和５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

施策名：２ 情報通信技術等の適正・
効率化に関する施策の推進

0001
情報システムの整備
（情報通信技術調達等適正・効率化推
進費）

令和３年度 なし 118,781 59,457 58,221 

「現状通り」の評価とし、デジタル社会の形成の推進に向けた国の情報
システムの整備の方策やその進捗状況を客観的に測定する指標につい
て、以下の観点を踏まえ、検討すること。
・国の情報システムの整備は、我が国のデジタル化を推進するうえで、
非常に重要であり、デジタル庁が政府全体の舵取り役として、進むべき
方向を示すことは有意義と考える。
・ただし、本事業計画は始まったばかりであり、事業計画の成果が見え
る段階といえず、現時点においては事業計画に沿った取り組みを着実に
進めることが適切といえる。
・一方で無謬性神話に陥ることなく、システム機能やコストが適切なの
かを適宜、見直するともに、必要に応じて柔軟な事業計画に修正を行う
ことと、さらにそのときはEBPM の実践による分析やアジャイルなどの取
り組みを取り入れることが重要である。

現状通り

外部有識者の所見を踏まえ、
デジタル社会の形成の推進に
向けた国の情報システムの整
備の方策やその進捗状況を客
観的に測定する指標につい
て、検討すること。

460,053 555,606 95,553 - 現状通り

ご意見を踏まえて、今後は更に利用者目線に立って、各プロジェクトに
おいてより具体的な目標・指標を設定できるよう取り組んでいくととも
に、統括監理の活動全体の体制・プロセスを確立してまいりたい。
　具体的には、パイロット的な取組として、いくつかの情報システムの
整備・運用に関するプロジェクトにおいて、当該プロジェクトの目的に
即した具体的な指標（例えば、国民向けシステムについては、デジタル
での手続完遂率など国民のUX向上につながる指標など）の設定を促すと
ともに、プロジェクトの進捗状況や目標・指標の達成状況などを踏まえ
て、適切な目標・指標設定の在り方を検証していくなどして、レビュー
の効果をより高められるよう取り組んでまいりたい。
　また、より一層のレビューの定式化、ルールの明確化を行うととも
に、レビュープロセスにおいて統括監理支援システムを活用するなど、
データに基づいた監理を行っていくことで、より透明性の高いレビュー
を確立していく。

重要政策推進枠
121,689

戦略・組織
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

官房 20 - 0004 公開プロセス 前年度新規 - ○ ○

0001-01 ガバメントソリューションサービス 令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 3,372 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-
省庁業務
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

- - - ○

0001-02 ガバメントクラウド 令和３年度 なし
 118,781

のうち
- - - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-
省庁業務
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

- - - ○

0001-03 デジタル連携基盤 令和３年度 なし
 118,781

のうち
- - - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-

デジタル
社会共通機

能
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

- - - ○

0001-04 ベース・レジストリ 令和３年度 なし
 118,781

のうち
- - - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-

デジタル
社会共通機

能
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

- - - ○

0001-05 制度ベース・レジストリ 令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 113 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-

デジタル
社会共通機

能
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

官房 新21 - 0003 - - - ○

0001-06 政府共通プラットフォームの整備及び
運用

令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 13,521 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-

省庁業務
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

官房 20 - 0011 - - - ○

0001-07 職員認証サービス（GIMA）の整備及び
運用

令和３年度 なし
 118,781

のうち
- - - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-
省庁業務
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

官房 20 - 0011 - - - ○

0001-08 政府認証基盤（GPKI）の整備及び運用 令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 1,012 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-

デジタル
社会共通機

能
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

官房 20 - 0014 - - - ○

0001-09 政府共通ネットワーク等の整備及び運
用

令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 1,753 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

- 省庁業務
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

官房 20 - 0018 - - - ○

0001-10 預貯金口座情報提供等業務交付金 令和３年度 令和５年度
 118,781

のうち
- 195 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-

デジタル
社会共通機

能
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

- - - ○

0001-11 法人共通認証基盤 令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 1,980 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-

デジタル
社会共通機

能
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

官房 20 - 0026 - - - ○

0001-12 法人データ連携基盤 令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 51 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-

デジタル
社会共通機

能
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

官房 20 - 0026 - - - ○

0001-13 国家資格等情報連携・活用システム
（仮）の整備及び運用

令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 60 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-
国民向け
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

- - - ○

0001-14 e-Gov等の整備及び運用 令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 2,291 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-
国民向け
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

官房 20 - 0015 総務 20 - 0031 - - - ○

0001-15 マイキープラットフォーム関連システ
ムの整備及び運用

令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 1,089 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-
国民向け
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

官房 新21 - 0008 - - - ○

0001-16 政府ウェブサイトの標準化・統一化 令和３年度 なし
 118,781

のうち
- - - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-
国民向け
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

- - - ○

0001-17 補助金申請システムの整備及び運用 令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 432 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-
国民向け
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

官房 20 - 0027 - - - ○

0001-18 政府電子調達サービス関連システムの
整備及び運用

令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 1,317 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-
国民向け
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

- - - ○

0001-19 電子契約システム（工事・業務）の整
備及び運用

令和３年度 令和７年度
 118,781

のうち
- 751 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-
国民向け
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

- - - ○

0001-20
ＶｉｓｉｔＪａｐａｎＷｅｂの整備及
び運用

令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 59 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-
国民向け
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

- - - ○

0001-21 スマートフォン用電子証明書発行シス
テム

令和３年度 なし
 118,781

のうち
- - - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-
国民向け
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

- - - ○

0001-22 マイナンバーカードの利用シーン拡大
事業

令和３年度 令和４年度
 118,781

のうち
- - - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-
国民向け
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

- - - ○

令和４年度外部有識
者点検対象

委託
調査

会計区分

令和４年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の令和５年度予算概算要求への反映状況調表

事業
番号

事　　業　　名
事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

令和３年度
補正後予算額

令和３年度

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見
差引き

反映状況

備　考 補助
金等

基金担当部局庁
執行
可能額

執行額 評価結果 所見の概要 反映額 反映内容
１つ目 ２つ目 ３つ目

令和３年度レビューシート番号
項・事項

令和４年度外部有識
者点検対象とした理

由

直近の外部有識者点
検実施年度



令和４年度 令和５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

令和４年度外部有識
者点検対象

委託
調査

会計区分事業
番号

事　　業　　名
事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

令和３年度
補正後予算額

令和３年度

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見
差引き

反映状況

備　考 補助
金等

基金担当部局庁
執行
可能額

執行額 評価結果 所見の概要 反映額 反映内容
１つ目 ２つ目 ３つ目

令和３年度レビューシート番号
項・事項

令和４年度外部有識
者点検対象とした理

由

直近の外部有識者点
検実施年度

0001-23 人事・給与関係業務情報システム 令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 2,753 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-
省庁業務
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

- - - ○

0001-24
一元的な文書管理システム及び電子決
裁システムの整備及び運用

令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 1,265 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

-
省庁業務
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

官房 20 - 0012 - - - ○

0001-25 共通情報検索システム 令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 262 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

- 省庁業務
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

官房 20 - 0013 - - - ○

0001-26 国家公務員身分証共通発行管理システ
ム

令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 33 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

- 省庁業務
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

官房 20 - 0005 - - - ○

0001-27 旅費等内部管理業務共通システム 令和３年度 なし
 118,781

のうち
- 1,142 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果
について、適切かつ的確に検
証し、効率的執行に努めるべ
き。

 460,053
のうち

 555,606
のうち

- - 現状通り
引き続き事業の有効性・効率性・成果について適切かつ的確に検証し、
効率的執行に努める。

- 省庁業務
サービス
グループ

一般会計

（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

官房 20 - 0025 - - - ○

施策名：１ デジタル社会の形成に関
する施策の推進
施策名：２ 情報通信技術等の適正・
効率化に関する施策の推進

施策名：１ デジタル社会の形成に関
する施策の推進

0004 Trusted Web共同開発支援事業費 令和3年度 令和4年度 274 - - 

・支援実施数は重要だが、どのような支援（企業に対する開発費支援、
逆に開発委託、それとも技術支援ほか）を行うのかが明確とはいえな
い。それを補うためにも支援の内容に則した指標は必要である。
・DFFTは国際的な枠組のなかでも日本がイニシアチブをとるべき分野で
ある。2030年頃にインターネット全体で実現していくための実証のス
タートということで、今後は、ロードマップに基づき、実装に期待した
い。
・デジタル庁としても、取組に積極的な企業や団体と協力し、規範を提
案しつつ推進すべき政策である。サービス提供をする個々の企業や特定
の企業や団体に個人データの利活用についての取り扱いや判断を全て委
ねてしまうべきではない。

現状通り
外部有識者の所見を踏まえ
て、検討すること。

- - - - 予定通り
終了

・どのような支援内容か明らかになるよう、活動目標に追記した。
・開発支援の成果や、専門家の意見、海外における国際標準化の検討内
容を踏まえて、システム上の論点や規範とすべき点を検討し、Trusted
Web実現を図ってまいりたい。

デジタル社
会共通機能
グループ

一般会計
(項）デジタル社会形成推進費
（大事項）デジタル社会形成の推
進に必要な経費

- - - - - - 書面点検 前年度新規 ○

・他の府省から継続しているものについては、他の府省における政策評
価における活動目標と活動指標との継続性は求められる。該当する活動
目標と活動指標についても書き添えるべきである。
・総務省等と連携事業について、デジタル庁における活動に関する活動
指標をあげないと、デジタル庁における活動部分に関する政策評価はで
きない（デジタル庁における活動部分の状況がわかる活動目標と活動指
標を加えるべき）。
・システムの稼働率はクラウドのようにインフラであれば高い稼働率は
重要な指標となるが、本来はシステムによる効果が重要であり、その効
果に対応した活動目標と活動指標を検討されるべきである。
・マイナンバーのみに関わる活動、マイナンバーカードのみに関わる活
動、両者に関わる活動の３つに分ける方が、それぞれの活動を評価が明
確になる。
・マイナポータルを利用した行政手続きを行う自治体数を活動指標にし
ているが、自治体の数に加えて、マイナポータルを利用した手続きの数
を増えることも重要。例えば公金受取口座登録制度の理解及び口座登録
と、迅速・確実な給付を想定しているのであれば、迅速・確実に即した
指標をあげてほしい（コールセンターを介した活動以外についても迅
速・確実の指標は重要）。
・デジタル庁として「誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化」
を方向性を指向されるのであれば、それにあった指標が望まれる。
・マイナンバー制度活用における効果も国民、事業者、行政機関等にお
いて出始めており、これらの成果を次の投資にどう振り向けてい行くの
か、といった視点も踏まえるとよい。
・マイナンバーカードの運用により、事業経費の効率性、合理性は大事
ではあるものの、安定稼働や強靭な社会基盤としての役割を果たせるよ
う、十分な予算、資金は不可欠である。システムの整備運用、マイナン
バーカードのシステム経費、マイナポータルの整備運用、等、複数の事
業者が担当する形となっているが、横の連携をしっかりと管理し、ま
た、Ｊ－ＬＩＳとは重複投資の有無の見直し等十分に行って頂きたい。
・マイナンバーカードについて、普及率がまだ低いとするならば、何ら
かの原因があると考えられる。問題点を明らかにするような調査が必要
ではないだろうか。

府 20一般会計

(項）デジタル社会形成推進費
（大事項）デジタル社会形成の推
進に必要な経費
（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

官房 20 -- 現状通り

デジタル庁の発足に伴い、今般、当事業及び関連事業におけるこれまで
の活動指標等の見直しを行ったところである。
マイナンバー制度はデジタル社会の基盤であり、当事業のシステムはそ
れを支える重要なインフラであることから、高い稼働率を維持すること
は重要である。
外部有識者の所見を踏まえ、引き続き、事業の制度内容について的確に
検証し、事業の適切な進捗管理、予算の効果的かつ効率的な執行に努め
る。

重要政策推進枠
399

0002 マイナンバー制度の推進 令和3年度 現状通り
外部有識者の所見を踏まえ
て、検討すること。

 472
＋

460,053
のうち

 623
＋

555,606
のうち

151 なし

 649
＋

118,781
のうち

607 

 322
＋

情報システム分
24,725

○書面点検 前年度新規 - ○- -

45 16 

・今回の対象年度に関して、プロトタイプの開発数を指標とすることは
致し方ない部分はあるが、そもそもプロトタイプとされる対象範囲は広
いことから、開発数だけをあげることは活動指標としては曖昧とならな
いか。例えば最終的なデータ連携に対して、プロトタイプが提供する機
能の割合、例えば機能の内容的な割合、機能数に対する割合、データ連
携数に対する割合などを明記していただくと、次年度以降、プロトタイ
プから最終的な成果物への進度が把握しやすくなる。
・実証の結果、プロトタイプの問題がわかり、手戻りが起きることが想
定されるが、その場合はプロトタイプの想定と実証における結果を書い
ていたければ、その場合、手戻りは仕方ないといえる。
・デジタル庁全体に関わるが、アジャイルにあった評価軸が必要。その
観点で本活動は代表事例となりえることから、アジャイルにあった指標
を検討いただきたい。
・データ連携は、相違なデータをDBやストレージに入れるだけでは意味
がない。相違なデータを組み合わせた利用が求められる。多様なデータ
のそれぞれの問い合わせ速度、多様なデータの連携に関わる性能や容量
などの基本指標は本活動の枠内といえて、それらを指標をあげることを
検討されるべきである。
・デジタル庁のデータ連携においてメタデータが必要なのであれば、メ
タデータの整備についても活動目標・活動指標にあげるべきである。
・事業所管部局による点検にて、事業の有効性に関し、おおむね成果目
標や見込みに見合ったものとなっているという記載方法は、データ・ド
リブンの評価作業には具体性に欠ける。書き方の変更が必要と考える。
・国民が利用する公共サービスは各個人の事情で異なり、それらを組み
合わせて利用することの利便性を確保することは、国民の立場から見る
と大変有難いことである。
・これまで個別に構築されてきたシステムを相互乗り入れ可能にするこ
とは大変な困難が伴うと予想されるが、出来るところからまず始めるべ
きであり、評価されるべき取組である。

現状通り
外部有識者の所見を踏まえ
て、検討すること。

0003 準公共・相互連携分野デジタル化推進
費

令和3年度 なし 6,191 

本事業においては、最終的なデータ連携により実現すべきサービスの内
容や、それに必要となるデータ標準の策定等を目的とした調査研究等に
着手している段階であることから、所見にあるプロトタイプの機能数に
対する割合、データ連携数に対する割合などを明記すること、アジャイ
ルにあった指標軸を用いることについては、当該調査等の結果を踏まえ
て検討することとしたい。

重要政策推進枠
172

国民向け
サービスグ
ループ

一般会計
（項）デジタル社会形成推進費
　（大事項）デジタル社会形成の
推進に必要な経費

1,155 1,125 ▲30 - 現状通り

戦略・組織
グループ
デジタル社
会共通機能
グループ
国民向け
サービスグ
ループ

- --- -

- 0162 -0007 -

前年度新規 － ○- 書面点検



令和４年度 令和５年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

令和４年度外部有識
者点検対象

委託
調査

会計区分事業
番号

事　　業　　名
事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

令和３年度
補正後予算額

令和３年度

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見
差引き

反映状況

備　考 補助
金等

基金担当部局庁
執行
可能額

執行額 評価結果 所見の概要 反映額 反映内容
１つ目 ２つ目 ３つ目

令和３年度レビューシート番号
項・事項

令和４年度外部有識
者点検対象とした理

由

直近の外部有識者点
検実施年度

施策名：１ デジタル社会の形成に関
する施策の推進
施策名：２ 情報通信技術等の適正・
効率化に関する施策の推進

0005 情報システム統一研修運営費 令和3年度 なし

 0.4
＋

118,781
のうち

21.4 
 14
＋

情報システム分：18

・集合研修とeラーニングともに開催数と修了者数を指標とするのは妥当
である。一方で、開催数と修了者数ともに、集合研修とeラーニングの粒
度に依存する。例えば、短時間の研修であれば回数も修了者数も多くな
りがちである。このため集合研修とeラーニングの粒度についても具体的
な説明が必要である（もちろん、状況によって粒度は変わるの仕方な
く、そのときは粒度を変えた説明が妥当であることを評価すべきであ
る。）。
・自治体職員などにも対象が拡大することが予想されるために、規模的
にスケールできるようにすべきである。
・デジタル人材の育成はもちろん、本分野のデジタルリテラシーの向上
は、継続して行われるべきものである。研修内容は都度見直しをし、時
代にあった内容とすべきである。
・オンライン教材の内容を見直し、研修参加を促すことや理解力を図る
小テストの実施、リテラシーの低い分野への重点的な研修強化等エビデ
ンスに沿って対策されることが望ましい。
・巨大化、複雑化する情報システムを取り扱うのは、最後は人であり、
人材育成は必須である。また、習得すべき技術や知識が多岐に渡るた
め、教育内容だけでなく、教育方法も研究する必要があるため、すぐに
着手し積極的に行うべき政策であると考える。

現状通り
外部有識者の所見を踏まえ
て、検討すること。

 22
＋

460,053
のうち

 26
＋

555,606
のうち

4 - 現状通り

既存の体系で研修を実施しつつ、受講者へのアンケート結果、デジタル
化の進展等を踏まえて、政府デジタル人材等に必要となる能力を整理
し、その育成のために必要となる研修の体系・内容・手法・対象等の見
直しを行う。
具体的には、より客観的で一貫性のある人材の育成を目指し、既存の研
修を整理所定の資格試験の合格をもって研修修了に代える仕組みの創設
やデジタル化の進展を踏まえた研修の提供を検討する。
また、研修の実施方法について、より多くの人が受講できるよう、これ
まで集合研修で実施してきたコースについても、オンデマンド配信など
の検討を進める。

戦略・組織
グループ

一般会計

（項）デジタル社会形成推進費
（大事項）デジタル社会形成の推
進に必要な経費
（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

総務 20 - 0030 - 官房 20 - 0017 - - - 書面点検 前年度新規 ○

0006 サイバーセキュリティ対策等事業費 令和3年度 なし - 138 138 

・バックドア検証に関して検証を実施したシステム数を指標とすること
は適切だが、一方で検証はシステムの規模や複雑性に大きく依存するこ
とから、システムの規模や複雑性についても明記すべきである。
・行政システムのセキュリティはNISCの取り組みと重なるところがあ
る。デジタル庁のセキュリティ対策の中で、NISCにおける活動と重なる
部分に関しては、NISCの指標を取り入れるなどして、政府内の指標との
整合性をもたせるべきである。
・セキュリティ組織やプロセス、システム上のサイバーセキュリティ対
策は最重要課題であり、国費投入の必要性や優先度も高いと理解してい
る。最重要課題でありながら、事業の効率性、並びに有効性に関する評
価や説明の記述が簡易であり、十分な評価説明が必要である。評価とし
ては、データ、個人情報等の管理、適切なICT投資、ガバナンス、リテラ
シーやリスクアセスメント評価等も一考である。
・IPAをはじめとして、他の機関との重複コストにならないよう情報共有
を行い、連携していくことも必要。
・テレワークや遠隔教育など、サイバー空間での活動が急激に増えてい
る我が国で、サイバー空間の安全性が保たれることは必須の要件であ
る。
・国の安全性をサイバー空間の安全性の議論抜きには語れないことは、
ロシアによるウクライナへの軍事侵攻においても明らかである。サイ
バーセキュリティ向上のための本政策は、積極的に取り組むべきであ
る。

現状通り
外部有識者の所見を踏まえ
て、検討すること。

 120
＋

460,053
のうち

 125
＋

555,606
のうち

5 - 現状通り
いただいた所見を踏まえ、レビューシートに追記を行うとともに、ご指
摘いただいた事業の重要性を踏まえ、引き続き事業の有効性・効率性・
成果について適切かつ的確に検証し、予算の効率的執行に努める。

重要政策推進枠
36

戦略・組織
グループ

一般会計

（項）デジタル社会形成推進費
（大事項）デジタル社会形成の推
進に必要な経費
（項）情報通信技術調達等適正・
効率化推進費
（大事項）情報通信技術調達等適
正・効率化の推進に必要な経費

- - - - - - 書面点検 前年度新規 ○

125,895 60,268 58,711  461,822  557,505 95,683 - 

8,353 6,353 3,262 10,203 11,048 845 

134,248 66,621 61,973  472,025  568,553 97,405 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。
注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。
注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。
　　　　「廃止」：令和４年度の点検の結果、事業を廃止し令和５年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）
　　　　「縮減」：令和４年度の点検の結果、見直しが行われ令和５年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）
　　　　「執行等改善」：令和４年度の点検の結果、令和５年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）
　　　　「年度内に改善を検討」：令和４年度の点検の結果、令和５年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、令和３年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）
　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し令和５年度予算概算要求において予算要求しないもの。
　　　　「現状通り」：令和４年度の点検の結果、令和５年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）
注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

合　　　　　計 一般会計

行政事業レビュー対象外　計 一般会計

行政事業レビュー対象　計 一般会計


